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        は じめ に

 ア メ リカにお い て,会 計 は1880年 代 以降急速

な発展を遂 げた といえる。州際商業委員会(InterState

Commerce Commission)が 雛 され,鉄 道会社

の規制 を行 っ たこ とが大 きな影 響 を及 ぼ してい

るの であ る。この規制 は会 計 規制 を含 ん でお り,

統 一会計 づ くりをめ ざして いた 。1907年 に は州

際商業委 員会 を うみ だ した法律 であ る商 業規制

法(Act to Regulate Commerce)の セ クション20

が 修 正 され た。 この とき,そ れ以 前か ら議 論 さ

れて いた減価償 却 に 関す る規定 が は じめ てな さ

れたのであ る。(1)した が って,商 業規制法の修正

に よって,鉄 道 会社の会計 はか な り整備 され た と

いえ よう。

 しか しなが ら,こ の修正 にお いて も鉄道会社の

財 産 に関 す る評価 は何 も触 れ られ ていな い。

すなわち,「 取得 原価(historical cost)」 に基づ

くべ きか,あ るいは 「市場価値(market value)」

に基づ いて評価 され るべ きであるか というこ と

である。1910年 代になると,こ のような財産の

評価 に関する種 々の議論が活発になされ るよ う

になる。その中核 をなす と考え られる ものは,

公正価値(fair value)が 何 であるか という問題

であ る。 これに加えて,財 産の減価 をどのよ う

に とらえるかによっては,減 価償却 もまた関連

して くる。この ような財産の評価 に対 して,1913

年の財産評価法(Valuation Act)を 通 じて,会

計規制が行れるのである。

 筆者は,現 在,ア メ リカ鉄道会社 を中心 とし

て資金計算書の成立事情 を研究 している。鉄道

会社の財産の評価が どのように考 えられていた

かを明 らかにす ることは,こ の資金計算書の成

立を研究する うえで有用である。種 々の鉄道会

社が資金計算書 を作成す るときの,あ るいは種

々の鉄道会社の資金計算書を分析す るときの重

要な背景 となるか らである。そこで本稿 では,

1910年 代のアメリカ鉄道会社の財産に関す る評

価問題 に重要な影響 を及ぼした と考 えられ るプ
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ロティ（Char1es A．Prouty）の評価思考に焦点を

あてながら，評価がどのようにとらえられてい

たかをみてみることにする。このことから，19ユO

年代のアメリカ鉄道会社における財産の評価思

考が明らかにされると考えられる。

I．プロティの「評価」

 1910年代になると鉄道会社における財産の評

価は，急速に脚光を浴びるのである。とくに活

発な議論がなされたのは1913年以降であるといえ

る。州際商業委員会（h触把Co㎜erceCommission）

及び連邦政府をはじめとして，様々な機関で，

この問題に取り組み始めたからである。しかし

ながら，この評価の議論は広範囲に及んでおり，

非常に困難な問題であった。ニューヨーク弁護

士団（NewY1ork Bar）のリッジス（Roya1E．T．

Riges）は，この点に関して，次のように述べて

いる。｛2〕

「ユ913年3月1日に調印したとき，タフト（Taf仁）

委員長によって州際商業委員会に課せられたもの

でこれ以上大きな仕事が行政組織（adminitrative

body）に課せられたことはかってなかった。そし

て，多くの人々が合衆国におけるすべての輸送

業者の委員会による評価を規定する州際商業法

（Interstate Commerce Act）に対する修正を

議論した。輸送業者の評価は，土地，ターミナル，

鉄道用地，家畜囲い場，トラック，道床，建物，工

場，一設備，工具，消耗品及び鉄道会社におけるす

べての他の物的財産を評価する無限の労働は

別として，最も当惑させ，かつ重要な技術的，

経済的，そして法的な問題の考察を含んでい

る。それらの問題は賢明な成果が議会へ提出

されうる前に，委員会によって解決されなけ

ればならない。技術的な問題は，ある特定の

テーマに関して技師の間で一般に行れている

表面上無限の思考のため，困難になるであろ

うけれども，法的な問題の解決，すなわち，

 準経済的（quaSi－eCOnomiC）な問題と適切に呼

 ばれているものは，最終的な評価を決定する

 うえで非常により重要となるであろう■

 評価の問題は州際商業委員会に課せられた仕

事であり，単なる物的財産の評価のみでなく，

技術的，経済的，そして法的な側面をも含むこ

とが指摘されている。とくに，技術的な問題の

解決を困難である考え，法律上の問題の考察が

重要であるとしている点は注目すべきである。

したがって，州際商業委員会が鉄道会社に強力

な影響を及ぼしていたため，評価の問題に対し

ても中心的な役割を果したことは明らかである。

 この州際商業委員会が評価の問題を取り上げ

ようとしたとき，大きな影響を及ぼした人がい

る。それは，プロティ（Char1esA Prouty）であ

る。プロティは，州際商業委員会に17年間奉仕

したのち，この問題を解決するために退職して

いる。この点について，19ユ3年のレールウェイ

ワールド誌上で次のように紹介されている。｛3〕

「今月中の物的評価活動における大きな展開は，

この仕事の領域で排他的な注意をするために，

州際商業委員会の一員であるチャールズ A，

プロティの退職の知らせであった。全体の物

的評価言十画がこのとりきめによって莫大な公

益（gain）をもたらす一方で，州際商業委員会

は最も有能なメンバーの一人を失った。そし

て鉄道会社は，強力でかつ適格な人物として

誰かが彼のポジションに任名されるであろう

ということを望みうるにすぎない。

 プロティは，州際商業委員会に奉えた17年

間に，最も有能でかつ最も精励な職員（worki㎎

officia1s）の一人として知られるようになった。

プロティは共和主義者である。民主党の最高

行政官（C阯efExecutive）が，彼の辞職したいと

いう願望にもかかわらず，委員会に彼を強く

とどまらせようとすることは，彼の誠実さと

有能さに対する注目すべき賛辞を意味する。

（2）Royla1E．T．Riges，Some lega1problemsofrai1road

 valuation（Co伽m肋伽m m地m Nov．，1913）叫56τ

（3）Physica1va1uation（児。nm〃Wb〃4Nov．，1913）

 pp．904－905．
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また，ウイルソン大統領（President Wi11son）の

方では，この国の福祉に対する政策を高めよう

とする意向を意味するのであるd

 プロティは州際商業委員会の要職にあり，委

員会の内部のみならず，外部からも高く評価さ

れていた。評価の問題に対して，プロティは最

も影響力をもつ人の一人であると考えられる。

それゆえ，彼の考え方が重要になってくること

はいうまでもない。そこで，プロティの考え方

を中心にして検討をすすめることにする。

 評価は技術的な仕事のみでなく，社会的，経

済的，法的，そして政治的な問題を含むので，

その解決のためには鉄道会社の資料を入手する

ことが必要になる。換言すれば，公正な価値を

決定するためには，できるだけ多くの資料を収

集しなければならないのである。このための調

査は数ヵ月の準備作業を経て，ユ914年7月1日

に開始され、4年から6年の間に結論を出すべ

きであるとしている。これに必要とされるコス

トは，技術的な部分でマイル当り15ドル，会計

及びその他の部分でマイル当りユOドルかかると

判断した。全体で250，OOOマイルであるから，

単純計算では6，250，OOOドルに達する。しかし

ながら，評価の仕事は各鉄道会社でも行われてお

り，その中には委員会では行うことができない

問題も含まれている。すべてを考慮すると，少

なくとも，マイル当り50ドル，すなわち全体で

12，OOO，OOOドルを必要とする。この金額は，当

時のアメリカにおける鉄道会社の資本化が約

20，OOO，OOO，OOOドルであり，それらの有価証

券の現在市場価値が14，OOO，OOO，OOOドルから

15，000，OOO，OOOドルの価値であると見積られて

いることからみて，確認された価値のO．1％か

らO．05％の間を越えることはできないとしている。

 プロティは，このようなインプットに対して

得られるアウトプットについて，投資家及び一

般大衆の保護を強調しながら次のように述べて

いる。（4〕

14）Char1es A，Prouty，Federa1eva工uation of railroad

隆

（亙mψme〆mg mc074Feb．21．1914）p．229．

秀                     3

「投資家は均整のとれた状態の必要な部分であ

り，公的な権威からしばしば保護を必要とし

ている。賢明なつもりの投資家が，投資意志

決定のさい，だまされないということと，いっ

たん意志決定を行ったとき自分の投資の価値

が不適当に破壊されないということを見きわ

めることは，合理的な範囲内で政府の義務で

ある。鉄道投資において，一般大衆は更に直

接の利害関係をもつ。鉄道証券が，丁度，投

資大衆を引きつけるのに比例して，財産に対

して必要な改良を行うための現金（mOney）を

獲得することが鉄道会社にとって可能となる。

便益は何であろうと，鉄道会社の信用は間接

的にサービスを供給するコストを引き下げ，

それによって一般大衆の便益に慣れてしまう

のである。そこで，すべての投資家は確かな

情報源から自分の投資の正確な特徴をいつ知

りうるか，財産を再取得するためにはどれだ

けコストがかかるであろうか，その財産はど

のような効率の状態で維持されているか，と

りわけ，鉄道会社として用いている財産の価

値は何であるかということが，現在，存在し

ない確実性と永続性の要素を鉄道証券に注入

するのであるd

 評価の問題を解決するために多額のコストと

年月を費すことになるであろうが，それによっ

て得られるものは投資家に対する保護と鉄道会

社にとっての資金調達の容易さであると述べて

いる。このことは，とくに重要である。1910年

代に既に考慮されていたからである。

 また，料金設定を適正に行うためには，財産

の価値を明らかにしなければならない。そして，

鉄道会社問の競合状態をも考慮しなければなら

なくなる。プロティは，このような料金設定の

見地から，公正な財産の評価を取り上げようと

したのである。したがって，種々のすべての資

料が収集されて，はじめて正確な結論を導き出

すことができると考えたのである。このとき，

中心となる問題が，財産の価値であることはい

うまでもない。このような状況の下で，従来か
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ら重視されていた再取得原価（costofreproduction）

の検討を試みたのである。

 再取得原価は，公正な価値（fair va1ue）の

評価と密接に関係する。この評価の方法に関連

する公的な意見表明が，はじめてなされたのは

1898年の有名なスミス対エイムス事件（Smyth

o．Ames）の判決であり，原初原価（origina1cost）

以外の価値に基づいて評価する方法もまた示さ

れたのである。これについては，ロイヤルE．T．

リッジスの論文の中で引用されており，次の通

りである。（5）

 「われわれは，しかしながら，法的な強制の下

 で鉄道（highway）を維持する企業によってチ

 ャージされる料金の合理性に関する全ての言十

 算の基礎は，公共の便益のために用られてい

 る財産の公正な価値にならなければならない。

 そして，その価値を確めるために，建設の原

 初原価，永久的な改良に支出される金額，その

 社債及び株式の金額ならびに市場価値（market

 Va1ue），建設の原初原価と比較されるような

 現在原価，法令によって規定される特定料金

 の下で考えられうる財産の収益能力，そして

 営業費用を満たすために必要とされる合計額

 が考慮中の全てのことがらであり，各々の場

 合に適切でかつ正確になるようにウエイトを

 おかれるべきである。われわれは，財産の価

 値を決定するさい考慮されうる他のことがら

 が存在しないであろうということをいえない

 のである。会社がたずねる権利があることは，

 公共の便益のために採用するものの価値に対

 する公正な回収である。他方，公共が要求す

 る権利があることは，合理的に価値のある提

 供されるサービスを越えて，公共の鉄道（pub1ic

 highway）の利用のために強要されないという

 ことであるd

 このとき，ブライアン（Wi11iam J．Bryan）は，

鉄道会社の価値の評価が物的財産の再取得原価に

基つ“くべきであると熱心に主張している。（6〕このこ

とから，原初原価のみに基づく評価では不十分

であり，更に広範な評価が用られるべきである

ということが明らかになる。そしてまた，メイ

（GeorgeO．May）は，このスミス対エイムス事件

について次のように述べている。｛7〕

 「新しく創設された諸規制委員会は，公益事業

 規制の分野で，原価に対して価値の優位を確

 立した，あの有名なスミス対エイムス事件（Smyth

 仏Ames，169U．S．466）で，ブライアン（Wi11iam

 Temings Bryan）とその同調者とによって彼ら

 の前任者たちが押しこめられてしまった，束

 縛から逃れようという努力において，会計規

 制の変化が，自分たちのために役に立つかも

 しれないということを速かに認めたのであっ

 た。彼らは，将来の「評価増」を禁じ，過去の

 「評価増」を削り去ったのである■

 これらのことから，スミス対エイムス事件は，

原初原価に基つ“く評価よりも価値に基つ“く評価

の重要性を示したということがいえる。再取得

原価は，ユ898年のこの判決に端を発しているの

である。

 このように，評価基準を何に基礎づけるかと

いうことが問題となってくる。たとえば取得原

価を基礎とする場合，鉄道用地を政府あるいは

民間の善意によって贈与されたとき，その土地

の評価額は誰に帰属するか，そしてその課税を

どうするかということを考えれば明らかである。

また，土地以外の場合も考えられるであろう。

それゆえ，再取得原価あるいは減価償却のみの

金額が重要になる。これらの要素を考慮して，

はじめて公正な評価が可能になるのである。そ

こで，プロティは，とくに①新しい再取得原価

（costofreproductionnew），②減価償却を差し引

（5）Roya1E．T．Riges，oか。杖，p．571．Smyth o．Ames

 （1898）169U，S，466，546．

（6）倣♂

（7）George O．May，Rmmc〃λccom肋gλ挑オづZ肋。m

 ρ！eκ力e〆emcらreprinted（Scho1ors book，1972）P．39．

 木村重義訳『G Oメイ財務会計  経験の表留一』

 同文館，昭和45年，42頁。
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いた再取得原価（cost of reproduction1ess

depreciation），③財産の原始投資額（origina1

investmentintheproper仁y），そして④その投資の

沿革（the㎞story ofthat investment）が重要である

と考え，次のように述べている。｛8〕

「料金形成目的のために鉄道会社の価値が，こ

れまでずっと明確に定義されていないという

ことは真実をもっていえるであろう。しかし，

裁判所，委員会及び経済学者がこの問題の決

定のために一定の事実を整理しなければなら

ないという意見で一致しているということは，

また真実なのである。そして，それらのうち

の主なものは，新しい再取得原価，減価償却

を差し引いた再取得原価，財産の原始投資額，

そしてその財産の沿革である。これらの事実

は，価値が決定されうる以前に保持されなけ

ればならず，現在，政府によって収集されて

いる■

 以上のことから，プロティの評価思考は，料

金設定を前提としており，その場合，財産の価

値の評価を中心的な課題としていることが明ら

かになる。そして，プロティは，再取得原価，

減価償却を控除した再取得原価，原始投資額及

び当該財産の沿革に注目し，多くの資料の収集

がまず必要であると考え，それらに基づく財産

の価値の評価のみでなく，鉄道会社における競

争状態をも考慮した総合的な問題の解決が有効

であると考えていたのである。このとき，必要

とされるコストを重視している点もまた注目

すべきである。なぜ，1910年代の鉄道会杜の

評価がこのように展開されるようになったか

を明らかにするためには，更に，このプロティ

の評価と会計規制との係りを考察しなければな

らない。当時，評価の問題は，法律上の問題と

して一般的に受け入れられていたからである。

隆 秀

II．評価問題と会計規制

5

 プロティが，評価の問題を，とくにその法律

的な側面を重視しながら解決しようと試みてい

ることは，これまでの考察から明らかである。

ユ910年代に，この評価に対して直接的な会計規

制が加えられ，議論が展開されたのも事実であ

る。プロティもまた，こうした会計規制をめぐ

る法律上の観点に立脚し，評価の重要性を認め

た一人であるといえる。したがって，1910年代

の評価の考え方を明らかにするためには，会計

規制との関連について考察する必要がある。

 当時の評価に最も影響を及ぼしたと考えられる

ものは，ユ§13年3月1日の財産評価法（Va1uation

Act）である。この法律は，州際商業委員会に対

してアメリカにおける鉄道会社のすべての財産

の評価を要求したものである。この点に関して，

ワシントン（Washing仁。n，n C．）の弁護士であるプ

ラム（G1em E．P1umb）は，次のように述べて

いる。｛9）

「州際商業委員会は，現在，1913年3月1日の

財産評価法の規定の下で，合衆国における鉄

道会社のすべての財産の評価を行うことに従

事している。ジョージア州とアラバマ州でお

よそ600マイルの鉄道を運行させているアト

ランタ，バーミンガムアンドアトランティ

ックレールロードカンパニー（At1anta，

Bimingham＆At1antic Rai1road Company）は

試験的な評価が行れた最初の鉄道会社の1つ

である。そして，この会社は，テキサスミッド

ランドレールロードカンパニー（Texas
Mid1andRai1road Company）とカンザスシティ

サザンレールロードカンパニー（KansasCity

Southem Rai1road Company）と共に，この巨大

（8） CharlesんProuty，Vアhy the vaIuation sho血d not be

discomtinued（肋肋ψ脇Ja皿1．1915）皿8．

（9）G1enn E．PIumb，Legal basis for the valuation of

railway properties advanced by the organized

 employees of steam rai1road；a smユmaq of thebrief

fie1d on beha1f of the four hotherhood of rai1way

 emp1oyees．（o’〃肋e∫Mαgmタm，May，1917）

P．10．
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2に，土地に関して，（a）取得原価（origina1

cost），（b）現在価値（present va1ue），（c）土地収用

（condemnation），購入（purchase）及び損害賠償

（damages）の取得原価ならびに現在原価が確認

されるべきであるということが規定されてい

る。第3に，その他の目的のために保有され

るすべての財産の目録，その取得原価及び現

在原価については同一の分析を含む。第4に，

組織の沿革，株式の発行及び同種の問題。そし

て第5に，各輸送業者によって受け取られた

鉄道用地を含むすべての贈与，寄付に関する

報告書。

 この連邦議会制定法（Act of Congress）に

対する応諾は，必然的に，財産の各項目とそ

れに加わるすべての価値の要素について非常

に包括的な分析になるので，1つの基準が未

だ未解決の多くの諸問題を決定するために提

供されるであろうということを少しも疑わな

いのである■

 このジャーゲシセンの議論から，財産評価法

に基づいた評価の考え方をまとめると次の通り

である。

（1）各財産項目

 ①詳細な目録の作成

 ②確認事項

  ⑥取得原価

  ⑤新しい再取得原価

  ◎減価償却を差し引いた再取得原価

  ④分析

（2）土  地

 ①確認事項

  ④取得原価

  ⑤現在価値

  ◎土地収用，購入及び損害賠償の取得原

   個ならびに現在原価

（3）その他の目的のために保有されるすべての財産

①財産目録の作成

 ②確認事項

  ⑤取得原価

隆 秀

  ⑤現在原価

  ◎分析

（4）組織の沿革，株式の発行及び同種の問題

（5）贈与，寄付（鉄道用地を含む）に関する報告書

 とくに，土地に関する評価を重視していること

に注目すべきである。土地は，・当時の鉄道会

社において，全財産の総合計の約30％を占める

ほどであったからである。05〕そして，これらのう

ち，（1）各財産項目，（2）土地，そして（3）その他の

目的のために保有されるすべての財産において，

取得原価のみならず，新しい再取得原価や現在

原価を挙げている点にも注目すべきである。こ

れは，財産の価値の上昇が当時の重要な背景に

あったことを示すであろう。それゆえ，取得原価

に基づく評価のみでは不十分であったと考えら

れていたのであろう。しかしながら，この取得

原価や新しい再取得原価について，プラムは次

のような議論を展開したのである。㈹

 この財産評価法が州際商業委員会に確認すべ

きであると要求したことは次の4つである。

（1）取得期日を示した財産の取得原価

（2）新しい再取得原価

（3）減価償却を差し引いた再取得原価

（4）存在すると明らかになるようなその他の価

 値の要素

 これら4つのうち，とくに問題となるのは（1）

取得期日を示した財産の取得原価である。財産

の取得に関する全ての記録が，各鉄道会社にお

いて完全に保存されていなかったからである。

（19 Item of1and in federal va1uation（地物〃m危ψ

 Nov．，7．1914）p．573．

 Item of1and in federa1va1uation（肋nmαツmoタm，

 Now，14．1914）p．597．

（1⑤ G1em E．Plumb，oか。紘，p．10．

（17）この取得原価の不正確さについては，次の文献に

 も述べられている。

 No attempt yet to fix price in federa1valuation

（亙碑…ガ・gm・・似J…8．1916）P・42・
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 な仕事に用られる評価方法の客観的な例示

 （c1inica1demonstrations）として役立つように

 委員会と輸送業者によって選ばれたのであるd

 このよっに，州際商業委員会は，財産評価法

の下で，アトランタ，バーミンガムアンドア

トランティックレールロードカンパニー，テ

キサスミッドランドレールロードカンパニーと

カンザスシティサザンレールロードカンパ

ニーの各鉄道会杜に対して試験的な評価を試み

たのである。oo〕

 この財産評価法に基づく評価に関する議論が，

ミネソタ州セントポールの市民技術者協会（Civi1

Engineers’Society）のメンバーであるジャーゲシ

セン（D．F．JUrgensen）によってなされている。彼は

次のように考えたのである。Ol）ノーザンパシフィ

ック，グレートノーザン，アンドミネアポリス

＆セントルイスレールウェイ システム（Nor出em

Pacific，Great Northem，and Minneapolice＆

St．Lods Rai1waysystem）の総資本化は，ミネソ

タ州に限定した場合，活動開始時で596，041，096．66

ドルであった。新しい再取得原価は，931，396，422

ドルであり，ユ56．26パーセントに達している。

アメリカにおける鉄道会社の総資本化は18，890，850，293

ドル（プアーズ マニュアルによれば）であり，そ

の156パーセントは29，518，842，667．84ドルとな

り，10，627，992，374．84ドルの増加を示している。

それゆえ，料金設定の基準として用られるべき

評価は，現在の資本化と新しい再取得原価との

関係がほぼ等しくなるように行うには若干の問

題があると考え，再取得原価が望しい評価基準

であるとした。o2〕

 更に，彼は個人的な利害関係者を保護するた

めに評価が重要であると考え，輸送業者は，料

金か，あるいはもし政府によって接収されるな

らば当該財産に対して支払われる価格のいずれ

かを基礎とすべきであるとした。そして，巡回

裁判所（CirCutCOurt）（13）によって容認された年間

回収額は，かっての資本化と新しい再取得原価

の差額を基にして彼が考えた7％で計算すると

743，OOO，OOOドル以上になる。

 これらのことから，ジャーゲシセンは，連邦

議会制定法である財産評価法がすばらしいもの

であるとして賛辞を呈しながら，その内容を次

のように述べている。o功

 「この法律は，第1に，実際の財産の各項目に

 関する詳細な目録（inVentory）と，それぞれにつ

 いて（a）取得原価（origina1cost），（b）新しい再取

 得原価（cost ofreproductionnew），（c）減価償却

 を差し引いた再取得原価（costofreproduction

1essdepreciation）及び採用された方法と価値の

相違に対するすべての理由の分析が確認され

 るべきであるということを規定している。第

（1① アトランタ，バーミンガムアンドアトランディ

 ックレールロードカンパニー，テキサスミッドラ

 ンド レールロード カンパニー及びカンサス シティ

 サザンレールロードカンパニーの試験的な評価に

 対する報告は，1910年代中頃から詳細に行れている。

 それらの報告を取り上げたもののうち，いくつかを

 列挙すれば次の通りである。

 H．C．Phi11ips，Deve1opments in rai1way valuation

 （Rαa伽ツn励叫Feb．17，Ju1y14，Nov．10．1917，JarL19．

 1918）pp．224－226．，pp．44－48．，pp．586－588．，pp．88－93，100．

 Rai1road invo1ved protest against first two tentative

vaユuadonrepo血（亙惚．m㈱’㎎〃励ψsep仁20．1913）PP891－892．

（ll） D．F，Jurgensen，State officia1co－operation to secure

properva1uationmderactofcongressMarch1．1913

（∫ommけ伽ω∫oc肋。m伽m伽e伽∫oc肋s，July，1913）胴

（12）この点については，ミネソタ料金事件Simpsonひ

 Shepard（ユ913）230U．S．352の判決の影響を強く受け

 ている。この事件を取り上げた文献としては，たと

 えば次のものがある。

 Rai1wayevaluationanddepr㏄iation；Mimesotarate

 case decision（肋肋ee㎡mg mco似Jme21．1913）

 pp．687－688．

（13）巡回裁判所（circuitcourts）とは，㈹管轄区域内の

 諸地に巡回して開廷する裁判所，（口）民事事件で第一

 審の管轄権をもっていた米国連邦の裁判所のことで

 ある。19ユ1年廃止され，地方裁判所（皿strict Cou1値）に，

 その管轄権は併合された。

 高柳賢三，末延三次（編集代表）『英米法辞典』

 有斐閣，昭和56年，76頁。

（14） D．F．Jurgensen，oか。沈，p．56．
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したがって，何らかの見積りの要素が介入して

くるようになるであろう。ω（2）新しい再取得原価

は，必然的にユ914年6月30日の土地の評価額を

示すことになろう。また，（3）減価償却を差し引

いた再取得原価は，3～4年前の価額によって

決定されるような材料，設備，そして労働の原

価を含むであろう。いずれの場合にも見積りに

基づくことは明らかである。しかも，相当な価

値の上昇分を含むのである。

 このプラムの議論から，取得原価と新しい再

取得原価のいずれも，見積りの要素が混入して

くるということが明らかになる。とくに，取得

原価に基づく場合でさえ，見積りが介入してく

ることは，評価の困難さを示しているといえる。

また，ここでは，財産が全く区分されていない

ことに気づくのである。これは，論文が発表さ

れたのが1917年であることから，財産評価法の

内容を要約し，問題となるべき取得原価や新し

い再取得原価を強調したかったためであろうと

推測される。

 財産評価法に基づく評価の議論は，詳細な財

産目録の作成と，取得原価のみならず，価値の

上昇を考慮するために，新しい再取得原価や現

在価値というような時価概念に基づく評価を重

視しているといえる。会社組織の沿革や鉄道用

地等の贈与，寄付についても考慮していること

から，総合的な評価を意図していたといえよう。

 この考え方とさきに示したプロティの考え方

は，極めて類似しているのである。プロティが

重視したものをもう一度繰り返すと次の4つで

ある。

（1）新しい再取得原価

（2）減価償却を差し引いた再取得原価

（3）財産の原始投資額

（4）その投資の沿革

 ここで挙げられた4つ項目は，財産評価法に

基づいて議論されたものにすべて包括されてい

る。プロティがそれらに関する多くのデータの

収集。畠〕を強調している点は，この連邦議会制定

法である財産評価法に対する応諾が，財産の各

項目とそれに加わるすべての価値の要素の包括

的な分析であると考えられていることから明ら

かである。したがって，プロティが，この評価

の仕事を極めて重大なものであると考え，それを

解決するために，多分6年以上そして12，OOO，000

ドルのコストがかかるであろうが，これによっ

て得られる便益がこれらのコストを引き下げる

と考えたのは十分に理解できるのである。o勃

 以上の考察から，1910年代のアメリカにおけ

る鉄道会社の財産の評価問題は，州際商業委員

会に課せられた最も重大な仕事の1つであり，

プロティの評価思考がその中心的な役割を演じ

ていたといえる。しかし，明確な結論を出すに

至ってなかったのである。このとき，ユ913年の

財産評価法が強く影響を及ぼしていたことはい

うまでもない。換言すれば，財産評価法に基づ

いて行う評価の実行可能性をめぐって活発な議

論がなされていたのである。それゆえ，当時の

鉄道会社の財産の評価思考は，この法令を基礎

としながら展開されていたと考えられる。

         おわリに

 1910年代におけるアメリカの鉄道会社の財産

評価は，州際商業委員会に課せられた最も困難

な問題の1つであった。州際商業委員会及び連

邦政府をはじめとして，種々の機関がこの問題を

解決しようと試みたのである。その中で，プロ

ティは大変重要な地位を占めており，当時の評

価思考に強く影響を及ぼしたのである。とくに，

（18）データの収集に関しては，地図，計画書，契約書，

 報告書，文書，記録及び論文，あるいはそれらの写

 しもまた有効であるという議論がある。

 Objects to the Interstate commerce commission

 sp㏄ifications for maps profi1es for rai1road valuation

 （肋Z㈹mae磁me励gm伽sept．20．1913）P皿891欄Z

（19 この調査に必要とされるコストは，19ユ7年6月30日

 までに，既に，およそ政府は9，OOO，OOOドルそして

 輸送会社は16，660，000ドルに達していたのである。

 H．C．Phi11ips，Development in Rai1way Valuation

 （Ro”mαツκeoづe吻Jan．19．1918）p．93．
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彼は料金設定を適正に行う目的のために，新し

い再取得原価，減価償却を差し引いた再取得原

価，財産の原始投資額，そしてその投資の沿革

を重視していた。それゆえ，できるだけ多くの

資料を収集することが必要であると考えた。そ

して，財産の評価のみならず，鉄道会杜の競争

状態をも考慮した総合的な問題の解決が考えら

れたのである。このとき，必要とされるコスト

や年月についても，かなり重視されていたこと

も大きな特徴の1つであるといえよう。

 このようなプロティの評価思考の背景の1つ

として，1913年の財産評価法をあげることがで

きる。この法律をめぐる議論でも，取得原価を

はじめとして，新しい再取得原価，減価償却を

差し引いた再取得原価，そして現在原価という

ような価値の上昇を考慮した考え方がみられた

からである。他方，これらの評価に対して，各

鉄道会社による見積りという不確実な要素が存

在するということも指摘されている。

 これらのことから，プロティの評価思考もま

た，この財産評価法の影響を受けながら展開さ

れており，非常に困難な問題であるということ

ができよう。そして，この問題の解決について，

プロティはユ920年に結論を出すべきであるとし

て，ユ9ユ8年12月12日から12月14日までワシント

ンで開催された全国鉄道委員協会（Nationa1

Association of Rai1way Commissioners）の年

次大会で，12月ユ3日に次のように述べている。（2⑰
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の仕事を妨げたのでなく，私がこの予測を良

好に行おうとずっと期待しつづけたことを妨

げたのである。我々は，平均して1920年1月

1日に，技術部門における現場の仕事を完了

すべきである。ある分野では，それ以前に完

了するであろう。他の分野では，それ以後に

なってはじめて完了するであろう。しかし，

平均してそのときまでに終結するのである■

 このように，この問題の解決は，第1次世界

大戦（Wor1dWar I；1914－1918）の影響によって

かなりの長期化を余儀なくされながらも，1920

年に完了すべきだと述べられている。そして，19ユO

年代の後半に入ると，更に詳細な議論が展開さ

れるようになるのである。それゆえ，1910年代

の鉄道会社における財産の評価は，評価思考の

模索の時代であったといえる。

「私は，評価の仕事がどれだけ進んだかを1年

前にあなたに告げた。私は，そのときよりも

進歩していること，そして我々の仕事にこの

戦争の影響が及んでいることを，今日まさに

一言あなたに告げたい。私は  自分がかつ

て述べたことを顧みないとはいえ  評価局

（Bureau of Va1uation）の現場の作業が1920年

1月1日に完成されるであろう。すなわち，

平均して1年と何方角かの間に，我々の現場

の仕事を事実上完成すべきである。この戦争

は，我々の現場の仕事とオフィスの仕事の両

方を大変ひどく妨げた。これまで我々の現場

（20）F．H．Lee，Deve1opments in federal va1uation of the

 rai1roads（肋Z岬m伽以D㏄．21．1918）P．868．




